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１．自己紹介

くらし安全部 ゼロカーボン推進課

温暖化対策係 主任 伊東 優喜

入 庁：平成２４年４月（１４年目）

経 歴：日本体育大学卒業

障がい福祉課（６年） 就学支援課（５年）

ゼロカーボン推進課（３年）

座間市在住 ３児の父 趣味：スポーツ全般

3



座 間 市
ZAMA CITY

２．座間市の概要

人口：１３１，９６９人
男性＝６５，４８６人
女性＝６６，４８３人

（令和７年７月１日現在）
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３．ＰＰＡ導入の経緯

本市は、２０５０年までに二酸化炭素排出量の実質ゼロを目指すため、令和４年２月に市・市民・事業者が共創で取り組むべ
き方向性を示す「座間市ゼロカーボンシティ宣言」を行いました。

令和４年度太陽光発電設備等設置に係る第三者所有モデル活用促進支援事業

座間市ゼロカーボンシティの実現に向けて、再生可能エネルギーの導入を推進するため、令和４年５月に環境省「令和４年
度太陽光発電設備等設置に係る第三者所有モデル活用促進支援事業」に応募しました。

令和５年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域レジリエンス・脱炭素化を同時実現する公共施設への自立・分散
型エネルギー設備等導入推進事業）

地域のレジリエンス（災害等に対する強靱性の向上）と脱炭素化を同時実現する地域づくりを推進するため、令和５年度二
酸化炭素排出抑制対策事業費等補助事業（地域レジリエンス・脱炭素化を同時実現する公共施設への自立・分散型エネル
ギー設備等導入推進事業）に応募しました。

座間市ゼロカーボンシティ宣言
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４．導入までの経緯
【市庁舎・ふれあい会館】

【サニープレイス座間】 ※旧）座間市総合福祉センター

No. 時期 内容 備考

1 令和４年２月 座間市ゼロカーボンシティ宣言

2 令和４年５月 令和４年度太陽光発電設備等設置に係る第三者所有モデル活用促進支援事業に応募

3 令和４年７月 第三者所有モデル自治体に選定、ポテンシャル調査開始 調査対象施設２７施設

4 令和５年２月
ポテンシャル調査の結果を元に座間市公共施設への太陽光発電設備等導入事業（ＰＰＡ事業）
の公募型プロポーザル実施

対象施設：市庁舎・ふれあい会館

5 令和５年３月 座間市公共施設への太陽光発電設備等導入事業（ＰＰＡ事業）の優先交渉権者の決定 株式会社サニックス

6 令和５年４月
優先交渉権者と座間市公共施設における電力供給契約（ＰＰＡ事業）締結に向けた太陽光発電
設備等導入に関する協定の締結

7 令和５年９月
令和５年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域レジリエンス・脱炭素化を同時実
現する公共施設への自立・分散型エネルギー設備等導入推進事業）に応募

8
令和５年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域レジリエンス・脱炭素化を同時実
現する公共施設への自立・分散型エネルギー設備等導入推進事業）交付決定

9 座間市公共施設への太陽光発電設備等導入事業（ＰＰＡ事業）の実施

10 令和６年３月 座間市公共施設（市庁舎・ふれあい会館）への電力供給契約（長期継続契約）の締結

11 令和６年４月 太陽光発電による電力供給の開始

令和５年１１月

No. 時期 内容 備考

1 令和５年１２月
ポテンシャル調査の結果を元に座間市立総合福祉センターへの太陽光発電設備等導入事業
（ＰＰＡ事業）に係る公募型プロポーザルの実施

対象施設：座間市総合福祉センター

2 令和６年１月
座間市立総合福祉センターへの太陽光発電設備等導入事業（ＰＰＡ事業）の優先交渉権
者の決定

株式会社サニックス

3 令和６年３月
優先交渉権者と座間市立総合福祉センターにおける電力供給契約（ＰＰＡ事業）締結に向けた
太陽光発電設備等導入に関する協定の締結

4 令和６年８月
令和６年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域レジリエンス・脱炭素化を同時実
現する公共施設への自立・分散型エネルギー設備等導入推進事業）に応募

5
令和６年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域レジリエンス・脱炭素化を同時実
現する公共施設への自立・分散型エネルギー設備等導入推進事業）交付決定

6 座間市立総合福祉センターへの太陽光発電設備等導入事業（ＰＰＡ事業）の実施

7 令和７年３月 座間市立総合福祉センターへの電力供給契約（長期継続契約）の締結

8 令和７年４月 太陽光発電による電力供給の開始

令和６年９月
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５．設備の基本情報➀

市庁舎７階 市庁舎屋上 ふれあい会館屋上

導入施設 市庁舎・ふれあい会館

導入手法 オンサイトＰＰＡ

導入容量 79.2ｋＷ

契約期間 ２０年間

発電した電力の用途 全量自家消費

蓄電池容量 １５ｋＷｈ（１基）

※令和６年４月１日より電力供給開始

7



座 間 市
ZAMA CITY

５．設備の基本情報➁

サニープレイス座間屋上

※令和７年４月１日より電力供給開始

導入施設 サニープレイス座間

導入手法 オンサイトＰＰＡ

導入容量 ５２．３８ｋＷ

契約期間 ２０年間

発電した電力の用途 全量自家消費

蓄電池容量 １５ｋＷｈ（１基）

8



座 間 市
ZAMA CITY

６．実績

【導入効果】
・電気代削減 ・ＣＯ２削減 ・地産地消 ・災害時の電力確保
・脱炭素の推進 ・市民への環境啓発 ・職員への環境意識醸成

市庁舎・ふれあい会館
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実績期間 令和６年４月～令和７年３月

年間電気料金 約１，７００，０００円

年間発電量 91,340.84kWh

年間自家消費量 87,264kWh

年間自家消費率 約95%

年間CO２削減量 35.6０t-CO2
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７．留意事項➀

〇庁内の事前調整

・モデル自治体を応募する際に庁内政策会議（部長職以上）にて事業を説明しました。

・施設所管課、営繕担当課、財政担当課、災害担当課と複数回にわたり、打ち合わせを実施しました。

〇対象施設の改修計画

・市庁舎・ふれあい会館は大規模改修を実施する可能性があったため、太陽光発電設備を一時的に撤去する
費用をＰＰＡ単価に含めました。

〇工事の実施

・設置工事にあたっては、作業内容により騒音や周辺道路の通行止めが生じることから、事前に近隣住民等に
周知（訪問、チラシ投函）を行いました。また、開庁時間帯の作業であったため、全庁的な周知も行ったほか、作
業内容によっては、土日祝日の工事も実施しました。

〇通電確認

・設備設置後の通電の確認にあたっては、施設を停電させる必要があることから、庁舎の定期メンテナンス実
施日に併せて行いました。

10



座 間 市
ZAMA CITY

７．留意事項➁

〇設備の減免等

・第三者所有モデルのため、PPA事業者が毎年、市に対して、設備の行政財産目的外使用許可申請及び減免
申請の提出があります。

〇営繕担当課の協力

・ゼロカーボン推進課には、技師職員が不在のため、営繕担当課に協力をいただき、工事内容等を綿密に調整
しました。

〇施設管理委託事業者との調整

・電気工作物への接続や通電確認の実施、また、屋上への太陽光発電設備の設置や電気室にPCSを設置する
など、庁舎設備に変更が生じることから、施設管理委託事業者と綿密に調整しました。

〇電気主任技術者との調整

・庁舎管理において、既に電気主任技術者が配置されていたため、太陽光発電設備に関する年次点検報告業
務等を担っていただくように調整を行いました。
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７．留意事項③

〇改修工事に合わせた設備導入

・改修工事予定があったサニープレイス座間（旧：座間市総合福祉センター）は、これに併せてPPA事業による
設備導入を実施しました。そのため、改修工事委託業者とも綿密に調整し、各工事の責任分界点を明確にしまし
た。
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８．今後について

今年度中に自己所有として２施設（相武台コミュニティセンター、北地区文化センター）への太陽光
発電設備導入を予定しています。

また、PPA事業では、令和８年度中に１施設（座間市民文化会館）の太陽光発電設備導入を予定し
ています。

今後は、今年度実施する「公共施設太陽光発電設備導入調査」の結果等を基に、引き続き公共施設
における再生可能エネルギーの導入を推進し、座間市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）の目
標達成、そして座間市のゼロカーボンシティの実現に向け、取り組みを進めます。
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